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第２ 関係機関との連携体制の整備 

 

１ 連携体制の整備に当たっての基本的考え方 

 

(1) 市は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施できるよう、国、県、他の市町、指

定公共機関及び指定地方公共機関との連携体制を整備する。 

 

(2) 市は、関係機関の連絡先を把握するとともに、関係機関が作成する国民保護計

画及び国民保護業務計画との整合性の確保を図る。 

 

(3) 市は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施することなどに関し、関係機関によ

る意見交換の場を設けることなどにより、関係機関相互の意思疎通を図る。 

 

２ 県との連携等 

 

 (1) 県との連携 

市は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため、県との緊密な連絡を図る。 

 

 (2) 県との情報共有 

   警報の通知方法、避難方法や救援を行う場合の経路、運送手段等に関し、県と

の間で緊密な情報の共有を図る。 

 

 (3) 市国民保護計画の知事への協議 

   市長は、県の行う国民保護措置や他の市町の行う国民保護措置との整合性の調

整を図るため、市国民保護計画について知事に協議を行う。 

 

 (4) 県警察との連携 

   市は、自らが管理する道路について、武力攻撃事態等において、道路の通行禁

止措置等に関する情報を道路利用者に積極的に提供できるよう、県警察と必要な

連携を図る。 

 

３ 近隣市町との連携等 

 

(1) 近隣市町との連携 

市は、近隣市町の連絡先、担当部署等に関する情報を常に把握するとともに、

近隣市町相互の国民保護計画の内容について協議する機会を設けることや、相互

応援協定の締結等により、武力攻撃災害の防御、避難の実施体制、物資及び資機

材の供給体制等における近隣市町相互間の連携を図る。 

 

  (2) 消防機関の応援態勢の整備 

    市は、消防機関の活動が円滑に行われるよう、近隣市町の消防機関との応援態

勢の整備を図るとともに、必要により既存の消防応援協定等の見直しを行うこと
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等により、消防機関相互の連携を図る。 

      また、消防機関の資機材等について相互に把握する。 

 

４ 指定公共機関等との連携等 

 

(1) 指定公共機関等との連携 

市は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため、指定公共機関等との緊密

な連携を図る。 

 

   (2) 医療機関との連携 

     市は、事態発生時に医療機関の活動が速やかに行われるよう消防機関とともに、

災害拠点病院、救命救急センター、医師会等との連絡体制を確認するとともに平

素からの意見交換や訓練を通じて、緊急時の医療ネットワークと広域的な連携を

図る。 

 

(3) 関係機関との協定の締結 

市は、救援のために必要な食品、飲料水及び被服、寝具等生活必需品等の調達

に当たっては、関係機関から必要な協力が得られるよう、あらかじめ必要な協定

を締結するよう努める。 

 

５ 自主防災組織との連携等 

 

市は、自主防災組織の核となるリーダーに対しての研修等を通じて自主防災組織の

活性化を推進し、その充実を図るとともに、自主防災組織相互間及び消防団等との間

の連携が図られるよう配慮する。 

また、市は国民保護措置についての訓練の実施を促進するものとする。この場合、

訓練の実施は、自主防災組織の自発的な意思にゆだねられるものであって、その促進

に当たって強制にわたらないように留意する。 

さらに自主防災組織等が行う消火、救助、救援等のための施設及び設備の充実に努

める。 

 

６ ボランティア団体等との連携等 

 

市は、日本赤十字社、社会福祉協議会その他のボランティア関係団体等との連携を

図り、救援等においてボランティア活動が円滑に行われるよう、その活動環境の整備

に努める。 

 

 


